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日本においては，近年まで地域公共交通への自治体の関与の方向性が定まっておらず，交通事業者との

公的な協議の場を規定する制度も存在しなかった．2006年に施行された改正道路運送法や2007年に施行さ

れた地域公共交通活性化・再生法によって，自治体の関与のあり方が制度化され，さらに地域公共交通活

性化・再生総合事業によって多くの市町村が地域公共交通総合連携計画を策定した．しかし，同事業の終

了後，連携計画が失効する例が後を絶たない．本稿では，連携計画の継続状況，活性化・再生法定協議会

による計画実施や見直し状況について，全国を対象に調査し，地域公共交通計画がどの程度継続・定着し

たか明らかにする．その上で，定着が必ずしも進まなかった原因について，現行の地域公共交通確保維持

改善事業の問題点を踏まえて論じ，今後の方向性を示唆する． 
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1. はじめに 

 

日本の地域公共交通に関する制度体系は，2000年の鉄

道事業法改正や2002年の道路運送法改正によって，鉄

道・乗合バス事業に対する国の需給調整規制（参入・退

出に関する規制）が撤廃されて以降，大きな見直しが繰

り返されてきた．これは試行錯誤の結果であるが，政治

情勢や財政状況といった外的要因に左右されてきた側面

もあり，特に自治体や交通事業者からは「制度の頻繁な

見直しについていけない」という声もよく聞かれる． 

2011年以降は，それまでモードごとに分かれていた公

共交通関連の補助制度が「地域公共交通確保維持改善事

業（生活交通サバイバル戦略とも呼ばれる．以下，確保

維持改善事業）」に一元化されたが，新たな課題が明ら

かになっている1)．特に重要なのは，事業が構想された

時点で制定の見込まれていた交通基本法がいまだ成立の

見込みが立っておらず，交通基本法成立を見越した事業

としての当初の位置づけが宙に浮いている点と，直前の

2008～10年に実施されていた「地域公共活性化・再生総

合事業」（以下，総合事業）との関係が明確でない点で

ある．特に後者については，制度の考え方が大きく変化

したことにより，総合事業を推進していた市町村を中心

に大きな混乱が生じている． 

本稿は，自治体による地域公共交通政策推進の基本と

なる「地域公共交通計画」に着目し，確保維持改善事業

前後の自治体の取組状況の変化について概観するととも

に，今後いかなる修正が必要かについて論じるものであ

る． 

 

2. 自治体における地域公共交通政策の必要性の 

高まり 

 

日本において地方自治体による地域公共交通計画策定

の必要性は従来から主張されてきている2), 3), 4), 5)。しかし

法的に公共交通計画が位置づけられたのは，2007年に施

行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

（以下，活性化・再生法）」の第5条に規定された「地

域公共交通総合連携計画（以下，連携計画）」が初めて

である． 

それまでは，自治体が公共交通に関する計画を策定す

る動きは散発的であり，また法的な位置付けのない任意

計画でもあり，国等による財源・支援措置の裏付けも直
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接的にはなかった．さらにその内容も，多くは1990年代

後半から急速に広まった，市町村が企画・運営するコミ

ュニティバスに関する計画や，自治体が出資する第三セ

クター鉄道に関する計画が主であり，既存の路線バスや

鉄道等も含めた包括的な公共交通計画が策定されること

は極めてまれであった．これは，自治体は補助金を支出

していない路線バスや鉄道に対して何らの権限も有して

おらず，そもそもその維持改善が自治体の仕事であると

いう認識も薄かったこと，有効な意見表明や施策実施が

できるほどのノウハウや財源を持っていなかったことに

よる． 

日本において，地域公共交通が自治体の施策の対象と

して一般に認識され位置づけられるきっかけとなったの

は，冒頭に述べた国の需給調整規制撤廃である．これは

公共交通に関する国から自治体への権限移譲と見ること

ができる．これ以降，鉄道や乗合バスの路線は自治体の

同意なしに廃止できるようになった．同時に，自治体の

生活交通確保策に特別交付税措置が設けられる一方で国

庫補助制度も限定的となった．この結果，自治体が公共

交通政策に自主的に取り組むことなしに，不採算路線の

維持はできなくなった． 

考えてみれば，鉄道・乗合バス事業に関する制度体系

が運賃収入による独立採算を原則とする一方で，自治体

が無条件で事業者の路線廃止を認めないというのは，需

給調整規制がありかつ路線網全体として黒字であるとき

にしか成立しない．特に大半の鉄道・乗合バス事業が赤

字基調となっている地方部では全く持続不可能である．

それは究極的に，事業者を重大事故発生や経営破綻にま

で追い込むことさえある．そして，2001年の京福電鉄福

井地区での事故後の運行停止や，2012年の井笠鉄道（バ

ス事業者）の破産のように，事業運営が行き詰まった場

合の公共交通確保スキームが不在であることも明らかと

なっている． 

一方で，自治体が公共交通の確保維持のため，事業者

に対し無条件に欠損補助を行うことも困難である．公共

交通利用者数は全国的に見て現在でも下げ止まっていな

い．サービス水準が現状維持であっても利用者が減れば

補助額は増える．サービス改善のために経費を増やせば

利用者は増えても補助額も増えてしまう場合が多い．財

政状況が厳しい中でこれはなかなか許されることではな

い．地域に必要な公共交通を確保・維持し改善していく

ためには，地域全体でその必要性・重要性が意識共有さ

れることで，補助金支出に賛同を得ることができ，さら

に利用促進の動きが広がって運賃収入も増えていくこと

が求められる． 

このことから，地域に必要な公共交通を確保するため

には，従来のように国や事業者任せではなく，自治体が

体制を整えた上で，地域の関係者が公共交通の必要性に

ついて合意し，具体的な確保・維持・改善策を協働して

行っていくしくみの整備が不可欠であり，その第一歩と

して公式な協議の場（すなわちステークホルダー会議）

づくりが必要である．「公設民営」「公設民託」といっ

た公共交通確保維持スキーム6)のもこの文脈の延長線上

に位置づけられる． 

国は，需給調整規制撤廃後も自治体の公共交通政策が

うまく機能しない状況を改善すべく，2006年の改正道路

運送法で「地域公共交通会議」の制度を新設した7)．そ

れまでのコミュニティバスの多くは，運賃設定や事業者

選定の自由度を高めるテクニックとして，道路運送法第

21条の例外規定を用いて，市町村が貸切バスを借り上げ

て乗合運行する形をとっていた．2006年の改正道路運送

法では，これを原則禁止する一方で，市町村が主宰して

公共交通に関係する地域のステークホルダーが集まった

「地域公共交通会議」を開き，そこで協議が調えば，道

路運送法第4条に基づく一般乗合バスが21条運行並みの

自由度をもって運行できるようにした．さらに，タクシ

ー車両（定員10名未満）による乗合運行やデマンド乗合

運行（道路運送法では路線不定期運行または区域運行と

呼ばれる）についても地域公共交通会議の協議を経るこ

とで運行できるようにした． 

この結果，全国の多くの市町村で地域公共交通会議が

設置された．しかし，それが国の狙い通りにステークホ

ルダー会議として機能したのは一部に過ぎない．その大

きな理由は，主宰者である市町村の公共交通政策に対す

る意識の低さや体制の貧弱さにあった．それまで大半の

自治体では公共交通担当者・部署は補助金支出事務のた

めにあるような状況であり，自治体が企画運営を行うコ

ミュニティバスを運行する場合でも専任担当者さえいな

い体制が珍しくなかった．そのため，地域公共交通会議

開催の必要性を運輸支局から指摘され，訳も分からず急

遽開催しとにかく同意を求めるという，いわば「手続

型」会議を開催する市町村が多かった．むろん，地域公

共交通会議を意見集約・合意形成に積極活用する「熟議

型」会議を開催する市町村も少なからず存在しているが，

全国的には多数派とはなっていないようである． 

 

3. 地域公共交通総合連携計画の普及 

 

地域公共交通会議制度については当初から様々な弱点

が指摘されていた．主なものとして，1)公共交通に関す

る計画の策定を（推奨するものの）任意としている点，

2)関係者の参加が強制できない点，3)バス事業にしか法

的な効力を発揮しない点，が挙げられる．特に1)は自治

体の場当たり的な対応を肯定するものであった． 

その意味で，改正道路運送法施行からちょうど1年後

に施行された活性化・再生法は，これら地域公共交通会
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議制度の問題点を踏まえ，連携計画の制度を規定したの

みならず，あらゆる点で画期的な内容を盛り込んだ．第

6条では，市町村が連携計画の作成に関する協議と実施

に係る連絡調整を行うための協議会（いわゆる「法定協

議会」）を，利用者を含む地域公共交通の関係者によっ

て組織できることを規定し，関係者への参加応諾義務や

結果尊重義務を課している．また，連携計画に伴って既

存関係法律の手続きが簡略化される特例が得られる．こ

れによって，従来はモードごとにバラバラであった公共

交通関係の法体系を横につなぐ役割を果たすこととなっ

た． 

活性化・再生法には連携計画に伴う優遇措置も盛り込

まれているものの，改正されたばかりの道路運送法との

関係に配慮し，バスに関してはBRTを除き規定が盛り込

まれなかった．そこで国は連携計画の普及を図るべく，

翌2008年度から3年間，前述の「総合事業」を実施した．

これによって連携計画策定のための調査や計画に基づく

実証実験に国による補助が幅広く行われることになった

ため，全国の多くの自治体が連携計画を策定した．国土

交通省によると，2013年3月末現在までで連携計画は全

国累計で510件策定された．連携計画は複数市町村にま

たがるものや，1自治体で複数の計画を持つところもあ

るため単純に計算できないが，全国市区町村の3割強が

連携計画を策定したことがあるということになる．その

意味で，総合事業は自治体に地域公共交通計画を普及さ

せる役割を十分に果たしたと評価することができる8)． 

総合事業は連携計画策定や法定協議会設置を促進する

ことを意図して実施されたため，もともと3年間の時限

事業と考えられており，連携計画実施に対する補助も立

ち上げ支援として3年間までと規定されていた．一方で，

総合事業補助（経費の半額を上限とする）の対象が非常

に幅広く，運行補助についても既存補助制度と異なり，

乗車人数や収支状況などといった要件がなかったことか

ら，補助が打ち切られる3年後に自治体単独事業として

存続できるかどうか危ぶまれる状況が懸念された．逆に，

交通基本法に関する議論が進む中で，本当に必要なサー

ビスであれば国が時限なしで支援する体制が必要ではな

いかという議論も行われた． 

その後，総合事業は2009年の事業仕分けでネガティブ

な評価を受け，見直しが避けられなくなった．結果的に

2010年の「元気な日本復活特別枠」で公共交通関連の各

種補助事業が「確保維持改善事業」として統合され，総

合事業は廃止となった．ただし，活性化・再生法自体が

廃止になったわけではなく，連携計画や法定協議会の制

度は以前と変わらず残っている．2011年度に国土交通省

内で行われた政策レビューにおいても同法の必要性が確

認されている． 

 

4. 地域公共交通総合連携計画の特徴 

 

ここで，連携計画とはどのようなものかを確認してお

く．活性化・再生法第5条において「地域公共交通の活

性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計

画」と規定され，具体的には2項で以下の事項について

定めることと規定されている． 

１．地域公共交通の活性化及び再生の総合的かつ一体

的な推進に関する基本的な方針 

２．地域公共交通総合連携計画の区域 

３．地域公共交通総合連携計画の目標 

４．前号の目標を達成するために行う事業及びその実

施主体に関する事項 

５．計画期間 

６．前各号に掲げるもののほか，地域公共交通総合連

携計画の実施に関し当該市町村が必要と認める

事項 

逆に言えば，上記１～５の項目があれば，連携計画と

して成立する．そのため，連携計画の分量は数ページで

終わるものから数百ページにわたるものまで様々である．

また，「４．前号の目標を達成するために行う事業」に

は，交通機関運行はもとより，その改善や利用促進のた

めの事業も含まれる． 

また，連携計画に規定された各事業は法定協議会の参

加者・団体が実施するが，総合事業では協議会を補助対

象としていたため，協議会自体を実施主体と位置づける

ことも一般に行われた．つまり，協議会が独自の会計を

持ち，連携計画をもって地域公共交通をマネジメントす

る役割を担うことも可能となった．これによって，自治

体からの負担金と国からの補助金を合わせ，連携計画に

おいて必要とされた公共交通について事業者に運行委

託・依頼し，一方で運賃水準を地域公共交通会議で決定

することで，ヨーロッパの運輸連合に近い役割を協議会

が果たすことさえも可能であり，これに近い取組も既に

行われている． 

このように，連携計画と法定協議会は，自治体が地域

公共交通政策を進める際のツールとして非常に自由度の

高いしくみであり，いわゆる優良事例もこのしくみをう

まく活用している．ただし多くの自治体・地域は，コミ

ュニティバスやデマンド交通の計画策定や運行実施に対

して総合事業補助を得るための方便としてしかとらえて

こなかった．この状況については後に改めて論じる． 

 

5. 地域公共交通確保維持改善事業と生活交通ネ

ットワーク計画の問題点 

 

確保維持改善事業は国が定めた交付要綱（法律ではな

い）によって規定されている．従来はモードごとに存在
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していた補助事業を統合したものであり，内容の多くは

以前の制度からそれほど変わっていない．この中で最も

大きな変更は「生活交通ネットワーク計画」の策定を要

件としたことである． 

確保維持改善事業による乗合バス関係の国庫補助制度

の変更について図1にまとめる．従来は，市町村（平成

の大合併以前）をまたぐ幹線を対象とした都道府県補助

に国が協調する「地方バス路線運行維持対策補助（地バ

ス補助）」と，法定協議会設置や連携計画策定が補助要

件であった「総合事業補助」の2本立てであったが，変

更後は前者が補助要件緩和の上「地域間幹線系統」と再

定義され，後者については，地域間幹線のフィーダーと

なり，公共交通空白地域をカバーする系統が対象となる

ように補助要件を新たに定め，「地域内フィーダー系

統」として補助対象とすることになった．その上で，各

市町村が協議会を主宰して生活交通ネットワーク計画を

定める．ここでの協議会は地域公共交通会議や活性化・

再生法の法定協議会とは異なるもので（兼ねてもよい

が），それらに比べ必須メンバーが少なくなっており，

公共交通の関係者が一堂に会するステークホルダー会議

になっている必要はない． 

生活交通の定義は必ずしも明確ではないが，活性化・

再生法第2条では「地域公共交通」の定義を「地域住民

の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客

その他の当該地域を来訪する者の移動のための交通手段

として利用される公共交通機関」としており，この「又

は」より前の部分が生活交通にあたるものと考えること

ができる．つまり，専ら観光・来訪を対象とする公共交

通は対象外となる．これは，事業仕分けや交通基本法に

関わる議論を踏まえ，国の役割を最低限の生活交通確保

への支援と規定したことによるものである．また，利用

促進に関わる内容は事業仕分けでの意見を踏まえ削除さ

れている． 

生活交通ネットワーク計画は，本来は乗合バス（デマ

ンド交通を含む）・鉄道・離島航路および航空路を包括

したものであるが，例えば「地域内フィーダー系統確保

維持計画」のように，単独のモードで策定してもかまわ

ないこととなっており，事実ほとんどの計画がそうであ

る． 

そして，交付要綱によると，例えば「地域内フィーダ

ー系統確保維持計画」は以下の事項を記載することにな

っている． 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

２．地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・

効果 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維

持する運行系統（区域運行におけるサービス提

供の単位とする区域及び運行区間を含む．以下

「系統」という．）の概要及び運送予定者 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額，

負担者及びその負担額 

このように，生活交通ネットワーク計画とはその名か

ら受けるイメージとはほど通い「補助対象系統リスト」

そのものであり，地域公共交通計画とは言い難い．連携

計画においても総合事業補助を得ようとする系統しか扱

わないことは多く見られたが，生活交通ネットワーク計

画では，そもそも補助を得たい系統「しか載せてはいけ

ない」ことに注意が必要である．これは，地域間幹線系

等確保維持計画の前身である地バス補助のしくみを完全

に受け継いでいる．地バス補助の問題点については既報
9)を参照されたい．その多くが地域内フィーダー計画に

も共通することが理解できる．ちなみに，生活交通ネッ

トワーク計画策定協議会の構成も，都道府県が従来，地

バス補助のための計画である「生活交通路線維持確保3

カ年計画」の策定や，路線廃止後の対応策について協議

するために設置していた地域協議会のスキームを受け継

いだものである．なお，これら地域協議会は現在，地域

間幹線確保維持計画策定の協議会として位置づけられて

いる． 

なお，上記２．で「定量的な目標・効果」が掲げられ

ている点が連携計画と異なっている．PDCAサイクルを

回すべく総合事業で導入された，協議会による自己評価，

および第三者による評価のしくみは継承されているが，

イギリスのLTP(Local Transport Plan)などと異なり，総合事

業においては目標が抽象的で不明確であるため客観評価

ができないという問題点が指摘されていた．そこで確保

維持改善事業では「定量的」という表現が付け加わった

のである．しかし，各地域や系統に合った目標・効果を

表す定量指標の設定について自治体が十分に理解してい

ないため，国が評価フォーマットで例示した「利用者

数」「収支率」をそのまま指標に採用する自治体が大半

となったり，目標値の設定も根拠の薄いものであったり

＜地バス補助事業＞
対象：地域間幹線バス路線

運行・車両
協議：都道府県の地域協議会
計画：生活交通確保３カ年計画
期間：３年。更新可

＜地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サバイバル戦略）＞
対象：生活交通を担う地域公共交通すべて。バスは運行のみ
協議：都道府県（幹線、離島ｱｸｾｽ、鉄道ﾊﾞﾘﾌﾘ）・市町村（フィーダー）

の生活交通ネットワーク計画協議会
計画：生活交通ネットワーク計画
期間：３年。更新可

利用促進活
動補助は対
象とされず

＜活性化・再生総合事業＞
対象：地域公共交通すべて

運行・車両および調査・利用促進
協議：市町村の法定協議会
計画：地域公共交通総合連携計画
期間：３年（調査は１年）。更新なし

事業仕分け：
最低限必要な運行の
確保に特化すべき

政策コンテスト：

圧倒的な支持

鉄道運行補
助は対象と

されず

 

図1 地域公共交通確保維持改善事業開始による 

乗合バス関係補助制度の変化 
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などといった運用上の問題も生じている．そして，そも

そも各系統（群）で評価することが適切なのか，ネット

ワーク全体での評価も必要ではないか，その場合，補助

対象外系統はどう扱うのか，といった点も問題である． 

以上も含め，確保維持改善事業に関する問題点の詳細

は既報1)でまとめているが，ごく簡単に言えば，総合事

業が各地域の自主性を尊重しそれを国が支援する形であ

ったのに対し，確保維持改善事業は国が定めた要件に合

うものを支援する形であるということになる．国が継続

的に支援する以上は何らかの制約が必要であろうが，現

状は，特に地域内フィーダー系統補助については要件が

厳しく，地域で必要な公共交通を地域で決めて確保して

いくという従来の流れとは必ずしも整合しない．また，

補助対象が協議会でなく交通事業者であることから，協

議会が公共交通全体をマネジメントする役割が弱くなる

とともに，交通事業者から見れば補助申請を自治体と国

の両方にしないといけないため，事務量が増えてしまい，

特に小規模事業者や，新たに補助対象となったNPO等が

結果的に申請を断念することにもつながっている． 

 

6. 地域公共交通総合連携計画の存在感喪失 

 

総合事業によって連携計画策定は急増したが，総合事

業廃止に伴って一転，連携計画を策定する自治体が急減

した．それどころか，計画期間が終了した計画を更新し

ない（つまり失効させた）自治体がほとんどという状況

にある． 

図2に，国土交通省が把握している連携計画の策定お

よび失効の状況を示す．2011年度末で約3割の計画が期

間を終了したが，更新もしくは期間延長が行われたのは

そのうちの3%に過ぎず，大半が失効している．さらに

2012年度末には期間が終了する計画が約4割に増加する．

これは，連携計画の約5割が計画期間を3年以内としてお

り，総合事業が行われた2008～10年に策定された計画が

約8割であることによる．計画期間を3年としているのは

補助年限に合わせたものであり，他の諸計画との関連は

考慮されていないことになる．さらに計画期間が終了し

ても延長・更新する必要がない（補助金獲得につながら

ない）ことから，生活交通ネットワーク計画を策定する

一方で連携計画は失効させてしまう自治体が多くなって

いる．総合事業での実証実験を本格運行に移行しない自

治体も存在するが少数である．なお，2012年度に策定さ

れた連携計画はわずか19件で，全体の4%弱に過ぎない． 

生活交通ネットワーク計画を策定する組織としては，

大半の自治体が法定協議会もしくは地域公共交通会議を

活用している．中には法定協議会を廃止したり生活交通

ネットワーク計画策定協議会に改組したりする自治体も

あるが少数である．実際には，連携計画の期間終了を意

識しておらず，失効後も「公共交通政策の方針を示す文

書」として扱っている協議会も存在している．しかし前

述のように，法定協議会の役割が連携計画の策定協議及

び実施における連絡調整であると法律に規定されている

ことを考えると，実害がないと言っても，連携計画を失

効させ生活交通ネットワーク計画の協議を行っている状

況には違和感がある．そもそも，連携計画に基づく実証

運行を総合事業の補助を得て実施した結果は，連携計画

そのものの見直しに反映されることが当然である． 

このような状況に陥った理由として，国が確保維持改

善事業開始にあたり連携計画との関係を明示しなかった

ことに加え，自治体のみならず地方運輸局・支局が連携

計画の期間終了について無頓着であることも大きい． 

 

7.  今後への示唆 

 

既に述べたように，連携計画は活性化・再生法に基づ

く「総合的かつ一体的」な計画である一方，生活交通ネ

ットワーク計画は国庫補助対象系統のリスティングとい

う色彩が濃い．また，法定協議会に比べ生活交通ネット

ワーク計画策定協議会は法的権限が弱く，ステークホル

ダー会議として成立するために必要な公共交通参加者・

団体が構成要件に十分挙げられていない点も問題である． 

したがって，現行の法・制度体系で「地域の」「地域

による」「地域のための」公共交通政策を進めていくた

めには，法定協議会が連携計画を策定し実施するという

本来の役割を徹底した上で，連携計画の実行計画の1つ

として生活交通ネットワーク計画を策定することが望ま

しい．加えて，道路計画も含む「都市・地域総合交通戦

略」を策定している市町村については，その下位計画と

して連携計画を位置づけることもできる． 

また，確保維持改善事業で見直された評価システムを

活用し，補助対象外系統や，ネットワーク全体としての
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図2 地域公共交通総合連携計画の 

策定・失効の状況（全国） 
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評価改善システムを確立し，そのアウトプットを連携計

画のみならず確保維持改善事業での評価として活用する

ことも合理的である．この際，都道府県の協議会「の

み」で扱われることが一般的な地域間幹線系統について，

各市町村でも関連するフィーダー系統と合わせて評価検

討し，都道府県協議会に報告するしくみを取り入れるな

どして，市町村レベルで幹線系統とフィーダー系統との

連携を議論することも必要である． 

ただし，これらのしくみについて「義務づけ」するこ

とは望ましくない．なぜならば，地域公共交通会議制度

以来，国が自治体・地域で公共交通政策を自主的に行う

ことを意図して行ってきた様々な制度整備をあくまで

「手続」「義務」としかとらえない自治体が多数存在し

ているからである．その意味で，国は制度の活用方法と

その利点について広く周知する一方で，それを強制する

のではなく必要に応じて活用することを勧めるべきであ

る．その上で，制度活用によって好事例を生み出しやす

くなっているかどうかについて，第三者評価等の機会を

利用して検証し，制度改善や周知方法の見直しを進めて

いく必要がある．まさに国は，各地域の真摯な取り組み

を十分汲み取って次の制度へつなげていくべきである． 

 

8. おわりに 

 

本稿では，活性化・再生法の施行以降，日本の自治体

に「地域公共交通連携計画」が広く普及したものの，そ

の誘因となった地域公共交通活性化・再生総合事業の終

了によって策定や更新が止まってしまっている現状が明

らかとなった．これはすなわち，地域公共交通計画を政

策実施のために活用し，また進捗状況に応じて変更して

いくという意識はまだ十分に浸透しておらず，いまだ国

庫補助を得ることに主眼を置く自治体が多いことを示し

ている．前述した2011年度の国土交通省政策レビューで

は，地域公共交通総合連携計画の必要性を認めた上で，

その効果をより高めるために，1)策定プロセス，2)内容，

3)フォローアップ，に係るノウハウの共有が必要である

とし，これまでの事業の分析を踏まえた計画策定等の

「手引き」作成と地域への提供が必要と結論づけている．

その際に，計画策定やPDCAサイクルの重要性やメリッ

トが自治体に十分理解され，またその運用が比較的容易

に可能となるような内容になることが望まれる．そして，

「手引き」を活用して法定協議会等がステークホルダー

会議として機能することも求められる．さらに，これら

のことを地方運輸局・支局がよく理解し法定協議会等で

説明できるようにすることも必要である． 

2013年度には，地域公共交通確保維持改善事業の中に

「地域協働推進事業費補助金」制度が新設される予定で

ある．これは「地域の関係者の協働・連携による利用促

進に資する取組みに要する費用を支援」するものと定義

されているが，補助要件としてその事業計画が連携計画

で位置づけられていること，つまり連携計画がないと補

助が受けられないことが規定されている．生活交通ネッ

トワーク計画が利用促進の取組を包含していないためで

あるが，このことによって再び連携計画が補助金目当て

のみで策定されることがないよう願うばかりである． 
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